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市川市社会福祉法人以外の者に対する認可保育所運営費等補助金

交付要綱 

 （目的） 

第１条 この要綱は、市内に児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３５

条第４項の規定による認可を受けて設置した保育所（以下「保育所」という。）

を運営する社会福祉法人以外の者（以下「設置者」という。）に対し、市川市

社会福祉法人以外の者に対する認可保育所運営費等補助金（以下「補助金」

という。）を交付することに関し、市川市補助金等交付規則（平成８年規則第

３６号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるこ

とにより、設置者の健全な運営に資することとし、もって地域における保育

需要に対応した多様な保育サービスの整備を図ることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

 ⑴ 一時預かり事業 保育所が行う児童福祉法第６条の３第７項に規定する

一時預かり事業及びこれと同等の事業として市長が認めるものをいう。 

 ⑵ 特定保育事業 保育対策等促進事業の実施について（平成２０年６月９

日雇児発第０６０９００１号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知。以

下「国通知」という。）別添１の特定保育事業実施要綱に基づき保育所が行

う事業をいう。 

 ⑶ 体調不良型病児・病後児保育事業 国通知別添３の病児・病後児保育事

業実施要綱に基づき保育所が行う事業のうち体調不良児対応型に係るもの

をいう。 

 ⑷ 特別保育事業 保育所が行う次に掲げる事業をいう。 

ア 家庭的保育事業の実施について（平成２６年５月２９日雇児発  ０

５２９第２２号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）により定めら

れた家庭的保育事業実施要綱（別表において「家庭的保育事業実施要綱」

という。）に基づく事業に係るもの 
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イ 国通知別添４の待機児童解消促進等事業実施要綱に基づく事業のうち

保育所分園推進事業に係るもの 

ウ 地域住民による主体的な子育て支援活動又は交流促進に係る事業 

 ⑸ 保育環境改善等事業 国通知別添５の保育環境改善等事業実施要綱に基

づき保育所が行う事業をいう。 

（補助対象経費） 

第３条 補助金の交付対象となる経費は、別表の左欄に掲げる補助対象区分に

応じ、同表の中欄に掲げる経費とする。 

（補助金の額） 

第４条  補助金の額は、予算の範囲内において、別表の左欄に掲げる補助

対象区分に応じ、同表の右欄に定めるところにより算出して得た額とす

る。ただし、実際に要する経費の額が同表の右欄に掲げる補助金の額を

超えないときは、実際に要する経費の額を補助金の額とする。  

 （交付の申請）  

第５条 規則第３条第１項の申請書は、市川市社会福祉法人以外の者に対する

認可保育所運営費等補助金交付申請書（様式第１号）によるものとする。 

２  前項の申請書の添付書類は、次に掲げるとおりとする。 

⑴ 事業計画書 

⑵ 収支予算書 

⑶ その他市長が必要と認める書類 

（決定の通知） 

第６条 規則第６条の規定による通知は、市川市社会福祉法人以外の者に対す

る認可保育所運営費等補助金交付可否決定通知書（様式第２号）により行う

ものとする。 

 （変更等の承認の申請） 

第７条 規則第８条の承認を受けようとする設置者は、市川市社会福祉法人以

外の者に対する認可保育所運営費等補助金交付申請事項（変更・中止・廃止）

承認申請書（様式第３号）に市長が必要と認める書類を添付して市長に提出
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しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請書の提出を受けたときは、その内容を審査のうえ承認

の可否を決定し、その旨を市川市社会福祉法人以外の者に対する認可保育所

運営費等補助金交付申請事項承認可否決定通知書（様式第４号）により当該

申請書の提出をした設置者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第８条  規則第１３条の補助事業等実績報告書は、市川市社会福祉法人以外の

者に対する認可保育所運営費等補助金実積報告書（様式第５号）によるもの

とする。 

２   前項の実績報告書の添付書類は、次に掲げるとおりとする。  

⑴  収支決算書  

⑵  領収書  

⑶  その他市長が必要と認める書類  

３  第１項の実績報告書の提出期限は、補助金の交付決定に係る年度の終了し

た日の翌日から起算して１５日以内の日までとする。 

（額の確定） 

第９条 市長は、規則第１５条の規定により補助金の額を確定したときは、市

川市社会福祉法人以外の者に対する認可保育所運営費等補助金額確定通知書

（様式第６号）により補助金の交付決定を受けた者に通知するものとする。 

（交付の請求） 

第１０条 規則第１６条の交付請求書は、市川市社会福祉法人以外の者に対す

る認可保育所運営費等補助金交付請求書（様式第７号）によるものとする。 

 （交付の特例） 

第１１条 市長は、補助金を概算払により交付することができる。 

２ 規則第１７条第２項の交付請求書は、市川市社会福祉法人以外の者に対す

る認可保育所運営費等補助金概算払請求書（様式第８号）によるものとする。 

   附 則 

 この要綱は、平成１５年１０月１日から適用する。 
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   附 則 

 この要綱は、平成１６年３月３０日から施行し、平成１５年度の補助金から

適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１６年５月２１日から施行し、平成１６年度の補助金から

適用する。 

附 則 

 この要綱は、平成１７年３月３１日から施行し、平成１６年度の補助金から

適用する。 

附 則 

 この要綱は、平成１８年３月３１日から施行し、平成１７年度の補助金から

適用する。 

附 則 

 この要綱は、平成１９年３月３１日から施行し、平成１８年度の補助金から

適用する。 

附 則 

 この要綱は、平成２０年３月３１日から施行し、平成１９年度の補助金から

適用する。 

附 則 

 この要綱は、平成２１年３月３１日から施行し、平成２０年度の補助金から

適用する。 

附 則 

 この要綱は、平成２２年３月３１日から施行し、平成２１年度の補助金から

適用する。 

附 則 

 この要綱は、平成２３年３月３１日から施行し、平成２２年度の補助金から

適用する。 

附 則 
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 この要綱は、平成２３年４月１日から施行し、平成２３年度の補助金から適

用する。 

附 則 

 この要綱は、平成２４年１月４日から施行し、平成２３年度の補助金から適

用する。 

附 則 

 この要綱は、平成２４年３月３１日から施行し、平成２３年度の補助金から

適用する。 

附 則 

 この要綱は、平成２５年３月３１日から施行し、平成２４年度の補助金から

適用する。  

附 則 

（施行期日等） 

１ この要綱は、平成２６年３月３１日から施行し、改正後の市川市社会福祉

法人以外の者に対する認可保育所運営費等補助金交付要綱の規定は、平成 

２５年４月１日から適用する。 

（経過措置）  

２ 改正後の別表の規定は、平成２５年４月１日以後に交付申請のあった補助

金について適用し、同日前に交付申請のあった補助金については、なお従前

の例による。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の市川市社会福祉法人以外の者に対する認可保育所運営費等補助金

交付要綱の規定は、平成２６年４月１日以後に交付申請のあった補助金につ

いて適用し、同日前に交付申請のあった補助金については、なお従前の例に

よる。 
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附 則 

 （施行期日等） 

１ この要綱は、平成２７年３月３１日から施行し、改正後の第２条第４号及

び別表の規定は、平成２６年４月１日から適用する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第２条第４号及び別表の規定は、平成２６年４月１日以後の申請

に係る市川市社会福祉法人以外の者に対する認可保育所運営費等補助金（以

下「補助金」という。）について適用し、同日前の申請に係る補助金について

は、なお従前の例による。 
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別表（第３条、第４条関係） 

補助対象区分 補助対象経費 補助金の額 

一時預かり事

業 

一時預かり事業の実

施に要する経費 

一の保育所につき、次の各号に掲げ

る年間の一時預かり事業に係る延

べ利用児童数の区分に応じ、当該各

号に定める額 

⑴ ３００人未満  

年額１,４７３,０００円 

⑵  ３ ０ ０ 人 以 上 ９ ０ ０ 人 未 満

年額１,５８０,０００円 

⑶ ９００人以上１,５００人未満

年額２,８４０,０００円 

⑷  １ ,５００人以上２,１００人

未満 年額４,１００,０００円 

⑸  ２ ,１００人以上２,７００人

未満 年額５,３６０,０００円 

⑹  ２ ,７００人以上３,３００人

未満 年額６,６２０,０００円 

⑺  ３ ,３００人以上３,９００人

未満 年額７,８８０,０００円 

⑻  ３ , ９ ０ ０ 人 以 上  年 額

９,４１０,０００円 

特定保育事業 特定保育事業の実施

に要する経費 

一の保育所につき、次の各号に掲げ

る年間の特定保育事業に係る延べ

  利用児童数の区分に応じ、当該各号

に定める額 

⑴  ２５人以上３００人未満 年
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額２９０,０００円 

⑵ ３００人以上６００人未満 

年額８６０,０００円 

⑶ ６００人以上９００人未満 

 年額１,４３０,０００円 

⑷ ９００人以上１,２００人未満

  年額２,０００,０００円 

⑸  １ ,２００人以上１,５００人

未満 年額２,５７０,０００円 

⑹  １ ,５００人以上１,８００人

未満 年額３,１４０,０００円 

⑺  １ ,８００人以上２,１００人

未満 年額３,７１０,０００円 

⑻  ２ ,１００人以上２,４００人

未満 年額４,２８０,０００円 

⑼  ２ ,４００人以上２,７００人

未満 年額４,８５０,０００円 

⑽  ２ , ７ ０ ０ 人 以 上  年 額

５,４２０,０００円 

備考 １日当たり特定保育事業を

４時間未満利用した児童につい

ては、１人を０.５人とみなして

算定するものとする。 

体調不良型病

児・病後児保 

体調不良型病児・病後

児保育事業の実施に 

一 の 保 育 所 に つ き 、 年 額

４,３１０,０００円（体調不良型病

育事業 要する経費 児・病後児保育事業を実施する期間

が ６ 月 未 満 の と き は 、

２,１５０,０００円） 
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保育所地域活

動事業 

第２条第４号アに掲

げる事業の実施に要

する経費 

⑴に掲げる額に⑵に掲げる額を加

えて得た額を年額とする。 

⑴  一 の 保 育 所 に つ き

８００,０００円 

⑵ 家庭的保育者（家庭的保育事業

実施要綱に規定する家庭的保育

者 を い う 。） １ 人 に つ き

１２０，０００円を乗じて得た額

第２条第４号イに掲

げる事業の実施に要

する経費 

年額１,２３４,０００円 

第２条第４号ウに掲

げる事業の実施に要

する経費 

年額２５０,０００円 

保育環境改善

等事業 

保育環境改善等事業

の実施に要する経費

一の事業につき７,２００,０００

円 

 


